
第５章 市営住宅の管理・供給等の方向性
５－１ 市営住宅の管理目標戸数
公営住宅は、住宅に困窮する低額所得者等に対し低廉な家賃で供給されるものとして、本市において

は県営住宅と市営住宅がその役割を担っています。
本市には 56 の市営住宅団地がありますが、少子高齢化、人口減少社会の到来、社会情勢の変化に伴

い住戸の必要数は減少していくものと考えられ、適正な管理目標戸数の設定が求められます。
将来の市営住宅のストック量を推計するにあたっては、公営住宅だけではなく、低廉な家賃で供給さ

れる民間賃貸住宅も考慮する必要があります。住宅の確保に配慮を要する世帯を推計※し、県営住宅、
市営住宅、低廉な家賃の民間賃貸住宅等のストック量から算定すると、令和 12 年時点の公営住宅の余
剰戸数は 1,195戸と推計されます。
市内の公営住宅の管理戸数における市営住宅が占める割合は約 70％（県営住宅 1,784戸、市営住宅

4,090戸※特定公共賃貸住宅等を除く）であることから、本市においては 830戸程度（余剰戸数 1,195
戸×70％＝836戸）の住戸削減が必要であると考えられます。
したがって、現在の管理戸数 4,090戸から 830戸を差し引いた 3,260戸を令和 12年度における管

理目標戸数と設定します。※特定公共賃貸住宅（特別市営住宅）を除く。

令和 12年度 市営住宅管理目標戸数 3,260戸

市営住宅長寿命化計画において「用途廃止」としている団地については、計画的な廃止に向けた対応
を進めるとともに、既存ストックの需給のミスマッチの解消に努めながら、将来的に建替えを必要とす
る団地は、需要に応じた戸数に削減するなど最適な管理目標戸数となるよう取り組んでいきます。

※住宅の確保に配慮を要する世帯を推計…
「国土交通省公営住宅等長寿命化計画策定指針 ストック推計プログラム」による推計

➁既成市街地における安全な住環境の確保
激甚化、頻発化する自然災害等に備え、居住地域の災害リスクの対応に取り組み、災害に強い住

環境の形成を図ります。
主な事業・取り組み 内容 担当課

・浸水対策事業の促進 地域の優先順位などを総合的に判断しながら、
排水路等の整備を行い、浸水被害の軽減に努め
ます。（下水道建設課）
多発する台風や豪⾬に備え、河川・排水路の内水
排除対策について、浸水常襲箇所に排水ポンプ
を設置し、浸水被害の軽減に努めます。また、河
川等の浚渫により流下能力の確保に努め、適切
な維持管理により大⾬等に備えます。（河川課）

下水道建設課
河川課

・【新規】土砂災害、洪水、
内水ハザードマップ等
による周知

令和２年度に内水ハザードマップを新たに作
成・配布し、各支所毎に地元説明会を開催しまし
た。（下水道建設課）
各種ハザードマップの活用法について、町内会・
学校等への出前講座を開催し、平時からの災害
に対する準備の啓発を行います。（河川課）

下水道建設課
河川課

・【新規】立地適正化計画の
見直しの検討

頻発・激甚化する自然災害に対応し、安全で安心
して住める減災・防災型のまちづくりを目指す
ため、居住推奨区域及び都市機能区域の見直し
を検討します。

都市計画課

・【新規】宅地耐震化推進事
業の推進

大規模盛土造成地内において、区域の特定、地下
水などの有無の調査、優先度評価の実施、対策工
事の検討を行い、自然災害に強いまちづくりを
推進します。

開発建築指導課

・狭あい道路等の拡幅促進 災害時被害を軽減し、避難路を確保、応急対策を
迅速に行うことができる居住環境を整えること
を目的として、狭あい道路の拡幅促進を図りま
す。

道路建設課

・【新規】防災情報発信の多
重化

屋外スピーカー、戸別受信機、スマホアプリなど
複数の手段で災害情報を発信することにより、
防災力の強化を図ります。

危機管理室



５－２ 市営住宅の入居管理の考え方

限られた市営住宅ストックをできるだけ多くの住宅の確保に配慮を要する世帯へ供給し、また、居住
者のニーズに対応していくためには、入居管理を適正に行うことが重要となります。

（１）少子高齢化への対応
・子育て世帯を支援するため、優先入居を検討します。
・高齢者の身体状況の変化に対応し自立した生活が継続できるように、団地内での住み替えを支援し
ます。

・団地自治会の支援、団地の集会所の活用等を通じて、地域とのコミュニティ形成を促進します。

（２）多様なニーズへの対応と公平な管理
・世帯構成に応じた住戸タイプへの入居を図ります。
・共同生活意識の啓発を図ります。
・家賃滞納への取り組みや収納率向上対策を強化します。
・収入超過者への退去指導や高額所得者に対する明け渡し請求等について、引き続き積極的に取り組
みます。

・災害発生時において、住宅確保が困難になった方に対し、市営住宅の空室を提供します。



５－３ 市営住宅の維持管理の考え方

少子高齢化、人口減少社会における本市の厳しい財政状況のなか、老朽化し更新期を迎える大量の市
営住宅をすべて建替えることは困難であり、適正管理・早期修繕により長寿命化を図りながら、既存ス
トックを有効に活用し必要な市営住宅の供給量を確保していきます。

なお、長寿命化のための修繕等の具体的な実施方針や内容については、公共施設等総合管理計画の個
別計画である市営住宅長寿命化計画において定めます。

（１）市営住宅維持管理方針
市営住宅の維持管理にあたっては、以下の基本方針をもとに進めていきます。
①耐用年数別基本方針
ア）法定耐用年数（木造 30 年、ブロック造 45 年、鉄筋コンクリート造 70 年）が経過していない団

地
・外壁改修や屋上防水、給排水設備改修工事等を計画的に行い、できるだけ長期間にわたり使用する。 

＜主な改修工事＞…主に鉄筋コンクリート造の団地
【外壁改修工事】

老朽化が進む中層住宅では外壁のひびわれ等により、モルタル等の落下の危険性や建物本体の
短命化のおそれが生じているため、外壁を改修する。

【屋上防水改修工事】
建物の長寿命化を図るために、10 年以上経過している屋上の防水施工を改修する。

【給排水設備改修工事】
老朽化している給排水設備の改修を図る。

【下水道接続工事】
団地周辺の下水道整備の状況により随時、下水道への切り替えを図る。

【バリアフリー化工事】
入居者の高齢化や子育て世代に対応するため、需要の高い中層住宅の中から、エレベーター設
置の優先度について検討し、計画的な設置を図る。
また、生活負担軽減を目的とした住戸内等の手すりの設置にも努める。

・耐用年数は残っていても、老朽化等により空き家が目立つ団地については、入居者を集約し、効率
的な維持管理を図ることも検討する。

・自動車社会に対応し、団地によっては敷地内における駐車場の整備も必要となっているため、敷地
の形状や緊急車両の進入路確保にも配慮し、入居者との合意形成を図りながら、駐車場整備を検討
する。

イ）法定耐用年数が経過した団地
・耐用年数を超過した団地は用途廃止、または建替えを検討するが、木造やブロック造等の多くは、

住戸面積が小さく設備水準も低いうえ、老朽化も著しいため、原則として耐用年数を超えたものか
ら用途廃止とする。また、敷地規模が小さい団地も用途廃止とする。
ただし、立地、需要等から判断し、また、地域バランス的にも存続が必要と判断される団地は、設
備改善を図りながら引き続き管理し、建替えについても検討していく。

５－２ 市営住宅の入居管理の考え方

限られた市営住宅ストックをできるだけ多くの住宅の確保に配慮を要する世帯へ供給し、また、居住
者のニーズに対応していくためには、入居管理を適正に行うことが重要となります。

（１）少子高齢化への対応
・子育て世帯を支援するため、優先入居を検討します。
・高齢者の身体状況の変化に対応し自立した生活が継続できるように、団地内での住み替えを支援し
ます。

・団地自治会の支援、団地の集会所の活用等を通じて、地域とのコミュニティ形成を促進します。

（２）多様なニーズへの対応と公平な管理
・世帯構成に応じた住戸タイプへの入居を図ります。
・共同生活意識の啓発を図ります。
・家賃滞納への取り組みや収納率向上対策を強化します。
・収入超過者への退去指導や高額所得者に対する明け渡し請求等について、引き続き積極的に取り組
みます。

・災害発生時において、住宅確保が困難になった方に対し、市営住宅の空室を提供します。



71 

②立地区域別の基本方針  

ア）市街化区域に立地する団地 

・利便性が高く需要が見込まれる団地は建替え、改修等により活用していく。 

イ）市街化調整区域等に立地する団地 

・市街化調整区域や都市計画区域外の老朽化団地については、市街化を推進すべき地域ではないため、

原則として用途廃止とする。 

 

（２）少子高齢化への対応 

今後も少子高齢化、人口減少が進行していくと予測されることから、若年世代の定着に向け子育て世

帯のニーズに合った市営住宅を供給していくとともに、高齢者や障がい者に対応したバリアフリー改修

を進め、ユニバーサルデザインにも配慮した市営住宅を整備していきます。 

 

（３）借上市営住宅の契約終了後の対応  

市が直接建設する方式に代え、民間が建設した住宅を市が借上げる借上市営住宅は、初期投資が少な

いことから集中的な整備が図られ、曽根田町、早稲町、中町、新町に4団地 123 戸を建設し、街なか居

住の推進に効果がありました。 

これらの借上市営住宅は、令和 5 年度から 7 年度にかけて、いずれも借上げ期間が終了することか

ら、今後の対応を検討します。 

 

 

 

  



５－４ 市営住宅の建替えの考え方
市営住宅長寿命化計画において「用途廃止」と判定している団地については、今後建替えは行わず、

将来的に適正な市営住宅の管理戸数となるよう努めていきます。
ただし、老朽化等が進んだ団地で、立地状況、需要、地域的なバランス、優先度等から総合的に判断

し建替えが必要なものについては、計画的に建替事業を進めていきます。
なお、建替えにあたっては、以下の考え方をもとにその方向性を決定していきます。

＜建替えにおける考え方＞

①立地

立地適正化計画等の考え方を踏まえ、コンパクトなまちづくり、街なか居住に資する団地の配置を検
討する。また、需要、地域的なバランス等を考慮しながら、自然災害発生時にも安全安心な立地を検討
する。

②機能

大規模団地の建替えにあたっては、子育て世帯や高齢者の生活を支援する施設等との複合化を検討す
る。また、他団地との集約化等の検討を行いながら、適正な管理戸数となるよう計画していくとともに、
余剰敷地の有効活用を検討する。

③ニーズへの対応

子育て世帯、高齢者、障がい者等多様な世代が入居できるよう、それぞれのニーズに合った住戸や機
能となるよう検討する。

④事業手法

効率的、効果的な事業手法となるよう、民間活力の導入を検討していく。

⑤入居者への配慮

建替え時には、現入居者への十分な事前説明を行うとともに、入居者負担の軽減を図ることを検討し
ていく。

②立地区域別の基本方針
ア）市街化区域に立地する団地
・利便性が高く需要が見込まれる団地は建替え、改修等により活用していく。
イ）市街化調整区域等に立地する団地
・市街化調整区域や都市計画区域外の老朽化団地については、市街化を推進すべき地域ではないため、
原則として用途廃止とする。

（２）少子高齢化への対応
今後も少子高齢化、人口減少が進行していくと予測されることから、若年世代の定着に向け子育て世

帯のニーズに合った市営住宅を供給していくとともに、高齢者や障がい者に対応したバリアフリー改修
を進め、ユニバーサルデザインにも配慮した市営住宅を整備していきます。

（３）借上市営住宅の契約終了後の対応
市が直接建設する方式に代え、民間が建設した住宅を市が借上げる借上市営住宅は、初期投資が少な

いことから集中的な整備が図られ、曽根田町、早稲町、中町、新町に4団地 123 戸を建設し、街なか居
住の推進に効果がありました。
これらの借上市営住宅は、令和 5 年度から 6 年度にかけて、いずれも借上げ期間が終了することか

ら、今後の対応を検討します。



５－５ 優先度が高い団地の建替え等の方向性
市営住宅ストックの活用にあたっては、「建替」「全面改善」「個別改善」「維持保全」「用途廃止」等の

手法があり、住棟・団地ごとにその判定を行いますが、以下の３団地については、本マスタープランの
計画期間内に優先的に活用を推進、検討していく必要があることから、その方向性を示します。

団地名 現況及び優先的に推進、検討を行う必要性 方向性

1.下釜団地 下釜団地は老朽化のため平成９年度から
新規の入居を停止しており、入居率も減少し
ている。
また、当地域は洪水ハザードマップで「特

に早期水平避難が必要な区域」に指定されて
おり、過去に水害があったエリアである。
経過年数、立地状況、市営住宅全体の管理

目標戸数等を踏まえ、「集約」としている当団
地の活用のあり方を再検討する必要がある。

入居者等に丁寧な説明を行
い、今後の意向を確認しなが
ら、用途廃止を含めたあり方を
検討する。
なお、入居者に高齢者が多い

ことから、福祉的観点から入居
者負担の軽減を図ることなど
も併せて検討する。

2.泉団地
（西棟）

泉団地の東棟は平成 10年度に建設（建
替）されたが、西棟については用地が確保
されているものの建設は中断している。
また、当地域は、洪水ハザードマップで

「特に早期水平避難が必要な区域」に指定
されているエリアである。
令和元年度包括外部監査で「西棟の建替

えを実施するか否かについて、先送りにせ
ずに決定すべきである」との指摘、「借地上
の建替えは、地代負担が発生するため、経
済合理性の観点から、借地上の建替えは慎
重に決定することが望ましい」との意見が
あった。
立地状況、地域バランス、市営住宅全体

の管理目標戸数等を踏まえ、「継続建替え」
としている当団地の活用のあり方を再検討
する必要がある。

地権者等関係者に丁寧な説
明を行いながら、計画中止も含
めたあり方を検討する。

建設年度
昭和 34～39年度



3.中央団地 中央団地は経年劣化等による老朽化が進
んでおり、平成 21 年度から新規の入居を停
止している。
また、建物にエレベーターがなく、子育て

世代や高齢者のニーズに対応できていない。
少子高齢化に対応した居住ニーズへの対

応、街なか居住推進の観点から、「現地建替」
としている当団地について、民間活力の導入
も含めた早期事業着手を検討する必要があ
る。

入居者等に丁寧な説明を行
い、今後の意向を確認しなが
ら、早期事業着手に向け検討を
進める。
また、福島県沖地震により被

害を受けた７号棟については、
安全性の確保のため早期の解
体を行う。
なお、入居者に高齢者が多い

ことから、検討を進めるにあた
っては、福祉的観点から入居者
負担の軽減を図ることなども
併せて検討する。

建設年度
昭和 34～45年度

５－５ 優先度が高い団地の建替え等の方向性
市営住宅ストックの活用にあたっては、「建替」「全面改善」「個別改善」「維持保全」「用途廃止」等の

手法があり、住棟・団地ごとにその判定を行いますが、以下の３団地については、本マスタープランの
計画期間内に優先的に活用を推進、検討していく必要があることから、その方向性を示します。

団地名 現況及び優先的に推進、検討を行う必要性 方向性

1.下釜団地 下釜団地は老朽化のため平成９年度から
新規の入居を停止しており、入居率も減少し
ている。
また、当地域は洪水ハザードマップで「特

に早期水平避難が必要な区域」に指定されて
おり、過去に水害があったエリアである。
経過年数、立地状況、市営住宅全体の管理

目標戸数等を踏まえ、「集約」としている当団
地の活用のあり方を再検討する必要がある。

入居者等に丁寧な説明を行
い、今後の意向を確認しなが
ら、用途廃止を含めたあり方を
検討する。
なお、入居者に高齢者が多い

ことから、福祉的観点から入居
者負担の軽減を図ることなど
も併せて検討する。

2.泉団地
（西棟）

泉団地の東棟は平成 10年度に建設（建
替）されたが、西棟については用地が確保
されているものの建設は中断している。
また、当地域は、洪水ハザードマップで

「特に早期水平避難が必要な区域」に指定
されているエリアである。
令和元年度包括外部監査で「西棟の建替

えを実施するか否かについて、先送りにせ
ずに決定すべきである」との指摘、「借地上
の建替えは、地代負担が発生するため、経
済合理性の観点から、借地上の建替えは慎
重に決定することが望ましい」との意見が
あった。
立地状況、地域バランス、市営住宅全体

の管理目標戸数等を踏まえ、「継続建替え」
としている当団地の活用のあり方を再検討
する必要がある。

地権者等関係者に丁寧な説
明を行いながら、計画中止も含
めたあり方を検討する。

建設年度
昭和 34～39年度


